
要介護認定等の基礎
【令和５年度介護認定調査員新任研修】

令和５年４月
⿃取県福祉保健部ささえあい福祉局⻑寿社会課
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講義内容
１ 要介護認定の概要
２ 認定調査の実施及び留意点
３ 認定調査の基本的な考え方
４ 一次判定ソフトの基本的な構造（樹形モデル）
５ 介護認定審査会の手順とポイント

＜資料＞
〇認定調査員テキスト２００９改訂版（令和３年４月改定）
〇介護認定審査会委員テキスト２００９改訂版（令和３年４月改定）
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趣旨
○ 介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護

状態）になった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介
護予防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護の必要度合
いに応じた介護サービスを受けることができる。

○ この要介護状態や要支援状態にあるかどうかの程度判定を行うのが要介護認定
（要支援認定を含む。以下同じ。）であり、介護の必要量を全国一律の基準に基
づき、客観的に判定する仕組み。

参考：介護保険法
（目的）
第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態と
なり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を
要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、
国⺠の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事
項を定め、もって国⺠の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。

4

介護保険制度における介護認定制度について



申
請

受
理

認
定
調
査

主
治
医
意
見
書
作
成

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
よ
る
一
次
判
定

要
介
護
認
定
結
果
通
知

結
果
受
理

二
次
判
定

介護認定審査会

業務実施者
申請者 市町村事務局 主治医 介護認定審査会

意見書依頼から入手までの期間：平均15.6日

年間開催回数：平均207回
１回あたりの処理件数：平均30.3件

申請から認定までの期間：平均36.5日
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要介護認定事務の流れと業務量
出典（事務処理日数）：認定支援ネットワーク（H26.4〜H26.12送信分）
出典（その他）：平成25年要介護認定業務の実施方法に関する調査研究

調査依頼から実施までの期間：平均9.6日

審査会同席のための時間外勤務：1.9時間/週

社会保障審議会
介護保険部会（第63回） 参考資料

２
平成28年9月7日
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要介護認定の流れ(詳細)
①要介護認定の申請

申請書に被保険者証（２号被保険者は医療保険の被保険者証）を添えて市町
村に申請する。
②一次判定（認定調査及び主治医意見書）【コンピュータ判定】

市町村は、申請のあった被保険者を面接し、心身の状況等について調査する。
（※更新認定・変更認定に限り、居宅介護支援事業者等への委託可）
同時に、被保険者の主治医に対し、身体・精神上の障がいの原因である疾病
または負傷の状況等について意見を求める。

③二次判定（介護認定審査会）【専門家による判定】
市町村は、②の結果を保険・医療・福祉の学識経験者により構成される、介

護認定審査会に通知し、次の事項の審査・判定を求める。
・第１号被保険者：要介護状態に該当すること、該当する要介護状態区分
・第２号被保険者：要介護状態に該当すること、該当する要介護状態区分、

その原因である身体上又は精神上の障がいが特定疾病により生じたものか
④要介護認定・通知

介護認定審査会の審査・判定に基づき市町村において要介護認定を行い、そ
の結果を被保険者に通知する。
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一次判定

〇認定調査票は、①概況調査、②基本調査（７４項目）、
③特記事項で構成されている。

〇一次判定では、「基本調査」と「主治医意見書」に基づ
き、要介護認定等基準時間を推計し、それにより要介護
状態区分を判定する。

〇要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満の場合は、
「認知機能の低下の評価」及び「状態の維持・改善可能
性の評価」に基づき、『要支援２』と『要介護１』に振
り分けられる。
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一次判定
ソフト

要介護
認定等

基準時間

食事の介助時間

移動の介助時間

排泄の介助時間

清潔保持の介助時間

間接の介助時間

BPSDの介助時間

機能訓練の介助時間

8つの生活場面毎の介
助時間の推計値を表示

能力
（身体能力）
（認知能力）

有無

介助の方法

最終的に対象者
に提供されてい
る介助の方法

対象者に見られ
る行動の有無

対象者の身体や
認知の能力

74項目

身体機能・起居動作
生活機能
認知機能

BPSD関連
社会生活への適応

要介護3要介護2
要支援2
要介護1要支援1非該当 要介護4 要介護5

25分 32分 50分 70分 90分 110分

要介護度

医療関連の介助時間

（例）要介護認定基準時間が93.2分であれば、要介護４に該当
9

認定調査に基づく一次判定



二次判定
〇介護認定審査会が、一次判定の結果に基づき、認定調査

の特記事項や主治医意見書の内容を踏まえ、総合的に判
断する。

〇二次判定では、①一次判定の修正・確定、②介護の手間
に係る審査判定、③状態の維持・改善可能性に係る審査
判定（要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満の
場合）を行い、要介護状態区分を確定する。

〇特に必要がある場合は、①認定有効期間の短縮・延⻑、
②要介護状態の軽減・悪化防止のために必要な療養につ
いての意見を付すことができる。
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認定調査及び認定調査員の基本原則
〇認定調査は、原則１回で実施する。このため、認定調査員は、認定調査の方

法や選択基準等を十分理解した上で、面接技術等の向上に努めなければなら
ない。

〇認定調査員は、自ら調査した結果について、介護認定審査会から要請があっ
た場合には、再調査の実施や、照会に対する回答、介護認定審査会への出席、
審査対象者の状況等に関する意見等を求められることがある。

〇認定調査員は、認定調査に関連して知り得た個人の秘密に関して、守秘義務
がある。これに反した場合は、 公務員に課せられる罰則が適用される。
（市町村から訪問調査の委託を受けた認定調査員も同様）

【根拠】介護保険法第２８条第８項（抜粋）
当該委託業務に従事するものは、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事
する職員とみなす。

【参考】地方公務員法第３４条第１項及び第６０条第２項
「公務員に課せられる罰則」
１年以下の懲役又は３万円以下の罰金
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調査実施上の留意点
〇認定調査の実施にあたり、調査目的の説明を必ず行うこと
〇基本的には、「目に見える」、「確認し得る」という事実

によって、調査を行うことを原則とする。
〇できるだけ、調査対象者本人、介護者双方から聞き取りを

行うよう努めること。必要に応じて、調査対象者、介護者
から個別に聞き取る時間を設けるよう工夫すること。

〇独居者や施設入所者等についても、可能な限り家族や施設
職員等、調査対象者の日頃の状況を把握している者に立会
を求め、できるだけ正確な調査を行うよう努めること。
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調査項目の確認方法・調査結果の確認
〇危険がないと考えられれば、調査対象者本人に実際に行

為を行ってもらう等、調査者が調査時に確認を行う。対
象者のそばに位置し、安全に実施してもらえるよう配慮
する。危険が伴うと考えられる場合は、決して無理に試
みない。

〇実際に行為を行ってもらえなかった場合や、日常の状況
と異なると考えられる場合については、選択をした根拠
と、より頻回に見られる状況や日頃の状況について、具
体的な内容を「特記事項」に必ず記載する。調査項目に
該当する介助についての状況が特記事項に記されていな
い場合には、再調査の依頼がなされる場合もある。

〇「特記事項」を記入するときは、基本調査と特記事項の
記載内容に矛盾がないか確認し、審査判定に必要な情報
を簡潔明瞭に記載すること。
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■概況調査
・現在受けているサービスの状況（療養に関する意見を付する際

に活用される場合がある）
・家族状況、居住環境、日常的に使用する機器、器械の有無等に

ついて特記すべき事項。（介護の手間など特記事項の内容を理
解する際に活用される場合がある）

■基本調査（74項目）
・調査項目をもとに中間評価項目得点を算出
・調査項目の選択及び中間評価項目得点より、一次判定ソフト
（樹形モデル）によって要介護等基準時間を算出
■特記事項
・対象者の状況を正確に把握するための情報。主に基本調査では

把握できない対象者の具体的、固有な状況などを審査会に伝達
する役割。
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3つの評価軸の特徴

能 力 介助の方法 有 無

主な
調査項目

身体の能力
（第1群を中心に10項目）
認知の能力
（第3群を中心に8項目）

生活機能
（第2群を中心に12項目）
社会生活への適応
（第5群を中心に4項目）

麻痺等・拘縮
（第1群の9部位）
BPSD関連
（第4群を中心に18項目）

選択肢の特徴 「できる」「できない」
の表現が含まれる

「介助」の
表現が含まれる

「なし」「ある」
の表現が含まれる

基本調査の選
択基準

試行による
本人の能力の評価

介護者の介助状況
（適切な介助）

行動の発生頻度
に基づき選択(BPSD)※

特記事項
日頃の状況

選択根拠・試行結果
（特に判断に迷う場合）

介護の手間と頻度
（介助の量を把握でき

る記述）
介護の手間と頻度

(BPSD)※

留意点
実際に行ってもらった状況と日頃
の状況が異なる場合「日頃の状
況」の意味にも留意する

「実際に行われている介助
が不適切な場合」

選択と特記事項の基準が異なる
点に留意
定義以外で手間のかかる類似の
行動等がある場合(BPSD)※

※麻痺等・拘縮は能力と同じ
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能力の項目の特徴
• 「身体」「認知」能力の項目
• 「できる」「できない」の軸で評価する ⇒実際に試行してもらう（実際に

介助があるかどうかは関係ない）。
• 「試行」＜「日頃の状態」（調査時の状況と日頃の状況が異なる場合は、一

定期間（調査日より概ね一週間）の状況において、より頻回な状況に基づき
選択し、具体的な内容を特記事項へ記入。）

• 「介護の手間」を直接表現するものというより、介護の手間が発生する前提
条件や背景情報を提供するものと考えるとわかりやすい。

【身体の能力に関する項目】（10項目）
1-3寝返り 1-4起き上がり 1-5座位保持 1-6両足での立位保持
1-7歩行 1-8立ち上がり 1-9片足での立位 1-12視力 1-13聴力
2-3えん下

【認知の能力に関する項目】（8項目）
3-1意思の伝達 3-2毎日の日課を理解 3-3生年月日をいう
3-4短期記憶 3-5自分の名前をいう 3-6今の季節を理解
3-7場所の理解 5-3日常の意思決定

※【「有無」の項目に属するが、調査方法は「能力」の項目と同様の考え方のため、このセクションで取り扱う】
1-1麻痺 1-2拘縮
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調査の基本的な方法
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日頃の状況の把握

• 日頃の状況の聞き取り
o 日頃の状況≠日頃の生活の様子
o 日頃の状況＝日頃の「確認動作」の可否（その判断に

おいて日頃の生活の様子が参照されることはある。）

• 試行ができない場合、類似の動作が見つからないために、
「日頃の状況」を判断することが困難な場合
o 上肢麻痺：物を取るときの動作／移乗時などに介護者

の肩に手を置く動作など
o 下肢麻痺：足のつめきり時の動作／靴を履く時の動作
o 股関節拘縮：オムツ交換などの際の足の動きなど
o 肩・膝関節拘縮：着脱時の状況など
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介助の方法の項目の特徴
• 「第2群」「第5群」を中心に、生活上の具体的な行為について、

「実際に行われている介助」、または「適切な介助」を評価する。
• 「介助されていない（必要ない）」「介助がされている（必要で

ある）」の軸で評価する。
• 「実際の介助の状況」＜「適切な介助」（差分は特記事項へ）
• 特記事項において「介護の手間」「頻度」を直接表現する。

【第1群】
1-10洗身 1-11つめ切り

【第2群】
2-1移乗 2-2移動
2-4食事摂取
2-5排尿 2-6排便
2-7口腔清潔 2-8洗顔 2-9整髪 2-10上衣の着脱 2-11ズボン等の着脱

【第5群】
5-1薬の内服 5-2金銭の管理 5-5買い物 5-6簡単な調理

量ではない、方法！ 量は、特記に！
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調査の基本的な方法
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調査の基本的な方法

適切な介助
（対象者にとって不適切であると判断する場合）

適切な介助
（対象者にとって不適切であると判断する場合）

実際の介助
（より頻回な状況で選択している場合）

実際の介助
（より頻回な状況で選択している場合）

特記事項
（状況・理由・固有の介護の手間等）

特記事項
（状況・理由・固有の介護の手間等）
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介助の方法の項目と他の評価軸
• 「介助の方法」の項目と他の評価軸の関係

o 「能力」の項目とは異なり、特記事項には、具体的な「介護の
手間」が記載される。

o ただし、「介助の方法」の選択が「適切な介助の提供」に基づ
いて行われるのに対して、「有無（BPSD関連）」では、介
助・対応の必要性や介護の手間については、選択上の基準とは
していない（「ひどい物忘れ」を除く）。

o 介助の方法の評価のポイントは、細かな定義に合致するかどう
かではなく、生活環境なども含めて、総合的にみて、生活の中
で介助が必要かどうか。

特記事項の記載
(重要ポイント) 調査項目の選択視

介助の方法 手間・頻度の記載 介助が提供されているかどう
か（必要かどうか）

有無（BPSD） 行動の状況
手間・頻度の記載

介助の有無や必要性は関係な
い

24



介助の方法における「頻度」の考え方
「より頻回な状況で選択する」

o 本来、多くの要介護者の介護状況は「多様」であり、
常に同じ介助が行われているわけではない。

o 日常生活における、場面毎の介助の状況を特記事項に
記述することが最も重要なポイント。

• 頻回な状態で選択した場合は、必ず、「一次判定で評価しき
れない介助」が存在することになる。

• したがって、二次判定（介護の手間にかかる審査判定）にお
ける検討が想定されるため、特記事項は必須。

o 頻度の考え方の留意点
• 厳格に頻度を聞き取っても、家族や本人は正確に回答できな

い。むしろ、どのような場面で「介助の方法」が異なるのか
といった情報の方が有益。

• パーキンソン病など心身の状態に日内変動がある場合は、状
態毎の「介護の手間」の違いを丁寧に記載することが極めて
重要。
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介助の方法における「頻度」の考え方②

次のケースについてお考えください。

○2-5 排尿
・日中独居の高齢者
・日中はトイレで排せつするが、尿パッドも使用している。
・毎晩失禁があり、介助者が毎朝尿パッド等の交換をしている。
・頻度としては、日中の方が回数が多い。

⇒選択する選択肢は？
特記事項には何を記載するべきか。
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介助の方法における「頻度」の考え方③

次のケースについてお考えください。

○1-10 洗身
・週三日入浴する。
・入浴の際は全介助されている。

⇒選択する選択肢は？
特記事項には何を記載するべきか。
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「一部介助」の考え方

• 「介助の方法」の各調査項目の定義に規定されている一
連の行為や複数の行為のうち、１つでも発生しない行為
がある対象者の場合は、それ以外の行為のすべてに介助
が行われていても、「一部介助」を選択するのか。
（Q&A)

• 「全介助」、「一部介助」などの「介助の方法」の選択
肢を検討するにあたっては、各調査項目の定義に規定さ
れている一連の行為や複数の行為のうち、対象者に実際
に発生する行為をはじめに特定し（人それぞれ、居住環
境や心身の状態、生活習慣などによって異なる）、それ
らの行為の全てに介助が行われている場合には「全介
助」を、部分的に介助が行われている場合には「一部介
助」を選択する。
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「実際の介助の方法」が不適切な場合の考え方

• 「実際の介助の方法」が不適切な場合
o 独居や日中独居等による介護者不在のために適切な介助

が提供されていない場合。
o 介護放棄、介護抵抗のために適切な介助が提供されてい

ない場合。
o 介護者の心身の状態から介助が提供できない場合。
o 介護者による介助が、むしろ本人の自立を阻害している

ような場合 など対象者が不適切な状況に置かれていると
認定調査員が判断する様々な状況が想定される。
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「実際の介助の方法」が不適切な場合のポイント

30

■不適切と考える理由は特記事項に記載する。
理由が明記されていないと、審査会委員は、調査員の判断

が妥当かどうか確認することができない。（理由の有無は、
特記事項チェックの最大のポイントの一つ）

■介助の適切性は総合的に判断する。
• 独居、老々介護のみを理由に判断するものではない。
• 単に「できる-できない」といった個々の行為の能力のみで評価
せず、生活環境や本人の置かれている状態なども含めて、総合的
に判断する。
• 生活の中で行われる介助は、本人の生活習慣などにも影響を受ける。
• 【参考】（前略）これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応
じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保険医療サー
ビス及び福祉サービスに係る給付を行う（後略）（介護保険法第１条）



特記事項の役割（審査会での活用）
■適切な介助の評価

・認定調査員の「適切な介助」に関する判断について、特記事項
をもとに確認・検討。

・必要が認められる場合は、一次判定の修正を行う。
■具体的な介助の量の評価

・より介護の手間が「かかる」か「かからない」かの評価
・特記事項に記載された「実際の介助量」に関する記述を具体的な
「介護の手間」「頻度」などから、判断を行う。
・特記事項の記述をもとに、二次判定（介護の手間にかかる審査

判定）を行う。
■特記事項に隠れた介助

・基本調査は選択されていないが、「介助」は存在する場合の特
記事項
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介助の方法で留意すべき点（１）

• 実際の介護の手間がある場合でも、頻度が少ない場合、「介助され
ていない」を選択することになるが、その場合でも、特記事項に、
実際に行われている介護の手間に関する情報を記載することとなっ
ている。

• 一次判定に反映されていない介護の手間が一定量生じているにも関
わらず、特記事項に介護の手間に関する情報が記載されないと、介
護認定審査会の二次判定で適切に評価を行うことができない。

週に３回程度の
失禁の掃除は

家族が行っている。

頻度が少ないため
「介助されていない」

を選択● 排尿の介助はない。
● 週3回程度失禁あり。
● 掃除は家族が行う。

「2-5排尿」の例

対象者の状況

選択の基準

選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

● 実際の介助で選択。
● 頻回な状況で選択。
● 手間は特記事項。
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介助の方法で留意すべき点（２）

● 実際の介助で選択。
● 外出は選択基準に

含まない
●手間は特記事項。

週に２回の通院外出時
の移動における家族の

手引き歩行、車送迎。

室内は自力移動なので
「介助されていない」

を選択● 室内自力移動。
● 通院外出時は一部

介助あり、週2回、
家族が介助。

選択肢の選択基準に含まれていない場合の例（「2-2移動」の例）

対象者の状況 選択の基準
選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

● 調査項目に軟膏の
塗布の項目なし。

● 手間は特記事項。
一日三回の家族
による軟膏塗布

選択すべき
調査項目なし

（一次判定には反映されない）● 一日三回の軟膏の
背中への塗布。

● 家族による介助あり。

対象者の状況
選択の基準

選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定×

記載されていない場合が多い

いずれの認定調査項目にも実際に発生している介護の手間に対応した項目が設定されていない場合
（軟膏の塗布の例）
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有無の項目の特徴
• 有無は「麻痺・拘縮」と「BPSD関連」の2種類に分類される。

o 麻痺・拘縮については、調査方法や基本原則について、「能力」に同じ
であるため、ここでは、以下、BPSD関連の有無に絞っている。

• 行動の「ある」「ない」の軸で評価する。
• 「行動の発生」の状況で選択 ・「介護の手間」は特記事項に記載
• 「介護の手間」を特記事項に記載する点が最も重要、選択はあくま

でも「行動が発生しているかどうか」だけで判断。

【第1群】 1-1麻痺 1-2拘縮 （以上、調査方法の原則は「能力」に準じる）

【第3群】 3-8徘徊 3-9外出して戻れない

【第4群】
4-1被害的 4-2作話 4-3感情が不安定 4-4昼夜逆転 4-5同じ話をする 4-6大声を出す
4-7介護に抵抗 4-8落ち着きなし 4-9一人で出たがる 4-10収集癖 4-11物や衣類を壊す
4-12ひどい物忘れ 4-13独り言・独り笑い 4-14自分勝手に行動する 4-15話がまとまらない

【第5群】 5-4集団への不適応

【特別な医療】
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調査の基本的な方法

35



BPSD関連で注意すべき点
■「選択基準」と「特記事項」の視点は異なる

o 選択基準＝行動の有無とその頻度
o 特記事項＝介護の手間とその頻度

■BPSD関連項目は判断が難しい
o 調査員に医学的判断は求められていない

• 「幻視・幻聴」と「作話」の違い
• 認知症高齢者の日常生活自立度の判断

o 「明らかに周囲の状況と合致しない」の判断
• 判断が難しい場合は少なくないが、最終的には、「介護の手間」が重要であることから、

選択の有無に関わらず、特記事項の記載が重要。

■重複選択
o 申請者に観察された特定の行動が、調査項目上、複数項目にまた

がる場合。
• 例）大声でしつこく同じ作り話を繰り返す。
• 該当するすべての項目を選択する。
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有無の項目（BPSD関連）で注意すべき点
軽度者における「隠れ介助」の把握

o 特に、要支援１などの軽度でも、「認知症高齢者の日常生活自立
度」がⅡ以上のケースでは、ＢＰＳＤ関連の行動に係る介護の手
間が発生している可能性が高い。

o こういった場合でも、認定調査員による特記事項が記載されてい
ないことが多い。

● 定義された行動
に合致するか。

● 手間は特記事項。

家族が毎日なだめており、
手間がかかっている。

感情の不安定さ
が確認できないため

「なし」を選択● 「死にたいわ」と毎日
いうが、感情不安定
とまではいえない。

● 家族がなだめている。

対象者の状況
選択の基準

選
択

特
記

認定調査票

一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

「4-3 感情不安定」の例
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BPSD関連の特記事項の記載例
■【特記事項の例（「4-6大声を出す」の例）】

o 気に入らないことがあると「ばかやろう」と吐き捨てるようにいうことが週に2-3回
ある。以前はそのようなことはなかったため、家族は性格が変わったようだと困惑
している。家事等、本人の機嫌を損ねないようにしているが家族には負担になって
いる。大声でいうわけではないため「大声を出す」は「なし」とした。

■【特記事項の例（「4-15話がまとまらない、会話にならない」の例） 】
o 家族によると対象者の言動が以前と変わってきており、話していることに整合性が

なくなっているように感じることもあるとのこと。「会話が成立しない」というほ
どではないので「話がまとまらず、会話にならない」は「なし」としたが、家族は
心配で１人にならないようにして見守っており、ほとんど外出することができない。

■【特記事項の例（「認知症高齢者の日常生活自立度の選択」の例）】
o 車の運転が好きで、自分で運転しようとするが、家族が危険と判断し、やめるよう

に言っている。認知症の周辺症状としての行動ではないようにも見えるが、本人が
車の運転に固執しており、家族がカギを隠していることで、口げんかになることが
週に１度はあるといった状況である。他に適当な項目がないため、当項目に記載し
た。
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特別な医療
■「特別な医療」における選択の三原則

o 医師、または医師の指示に基づき看護師等によって実施される医療
行為に限定される（家族等は含まない）

• 家族、介護職種の行う類似の行為は含まないが、「７．気管切開の処
置」における開口部からの喀痰吸引（気管カニューレ内部の喀痰吸引
に限る）及び「９．経管栄養」については、必要な研修を修了した介
護職種が医師の指示の下に行う行為も含まれる。

o 14日以内に実施されたものであること
• 「15日前の実施」をどう考えるか？

o 急性期対応でないこと（継続的に行われているもの）
• 急性期対応かどうかの判断ができない場合は？

■誤った選択は、「要介護認定等基準時間」に大きな影響を与える。
o 特別な医療は加算方式のため、「選択」をするだけで一次判定の要介護度

が大幅に変化することがある。
o 判断に迷うものは、介護認定審査会の「一次判定の修正・確定」の手順に

おいて判断される。
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特記事項の留意点（１）

〇一次判定で評価されない部分や、その人固有の行動を目立つよう
に書くこと。審査員に伝わらないと意味がない！

〇特記事項は、基本調査項目だけでは分からない、本人の生活状況
を読み解くために重要なもの。特に２群、４群、５群の記載を充
実させること。軽度者については、５群をしっかり書くこと。
（軽度者は５群以外の特記事項はあまり出てこないことが多
い。）

〇量が多いだけの特記事項ではダメ！審査員の判断の手がかかりに
なる内容を記載すること。

〇１群と３群（能力）の特記事項は、あいまいな部分をはっきりさ
せる内容を書く。

〇２群と５群（介助の方法）の特記事項は、要介護性の評価。介助
の内容と頻度を簡潔に記載すること。
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特記事項の留意点（２）

〇４群（有無）の特記事項は、精神・行動障害の有無を見る。問題
行動がありで対応ありの場合は、介護の手間を考える。問題行動
があっても、対応がない場合は考えない。調査項目上問題行動が
ない場合でも、対応ありの場合がある。それは調査項目にない問
題行動に対して、対応ありの場合。特記事項にその問題、対応の
内容と頻度を記載し、二次判定で評価してもらう。

〇二次判定で困るのは、何も書いてなくて、特記事項を書き忘れて
いるのか・全く問題がないのか分からないとき。審査員は、一次
判定の結果・特記事項・主治医意見書だけを読んで判断する。本
人を見ていないので、特記事項から判断するしかない。全く問題
がなければ、その旨をはっきり書くこと。
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※出典：厚生労働省 要介護認定適正化事業「認定調査員能力向上研修会」資料
（一部オリジナル資料を含む）
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（１）要介護認定における一次判定ソフトの役割
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「要介護認定」＝「要介護度を決める」とは？

＝

＝

介護保険制度においては、被保険者一人ひとりに、「必要となる介護の量」
（＝「介護の手間」の総量）に応じた保険給付を受ける必要がある

44



要介護度は、「要介護認定等基準時間」で決まる

■「介護の時間」＝「要介護認定等基準時間」
■「要介護認定等基準時間」を基準時間に基づき６段階に分類したものが要
介護度（要支援2は状態像で分類）
■厳密には、要介護度の定義は「要介護認定等基準時間」のみであり、定性
的な定義は存在しない。

要介護認定等基準時間 要介護度
25分未満 非該当
25分以上32分未満 要支援１
32分以上50分未満 要支援２／要介護１
50分以上70分未満 要介護２
70分以上90分未満 要介護３
90分以上110分未満 要介護４
110分以上 要介護５
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「介護の時間」をどのように測るか？

 個々の申請者の「介護の時間」を実際に測定することは難しい。

 申請者の「心身の状態」や「介助の方法」などは、観察や聞き取りで客
観的に把握することができる。

「心身の状態」や「介助の方法」と「介護の時間」の関係を明
らかにすれば、観察や聞き取りによる調査で「介護の時間」
を推計することができる。

「心身の状態」や「介助の方法」から
「介護の時間」を推計するソフト

一次判定ソフト

＝
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（２）要介護認定における一次判定ソフトの推計の流れ
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一次判定ソフト ＝「心身の状態」から「介護の時間」を推計

一次判定
ソフト

による推計

介護の時間：「要介護認定等基準時間」

食事の介助時間

移動の介助時間

排泄の介助時間

清潔保持の介助時間

間接の介助時間

BPSDの介助時間

機能訓練の介助時間

8つの生活場面毎の
介助時間の推計値の合計

能力
（身体能力）
（認知能力）

有無

介助の方法

基本調査項目（74項目）

心身の状態：「状態像」

医療関連の介助時間

1群：身体機能・起居動作

2群：生活機能

3群：認知機能

4群：精神・行動障害

5群：社会生活への適応

中間評価
項目得点

要介護3要介護2
要支援2
要介護1要支援1非該当 要介護4 要介護5

25分 32分 50分 70分 90分 110分

要介護
認定等
基準時間
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介護認定審査会資料

基本調査の選択

中間評価
項目得点

行為区分
毎の時間

要介護認定
等基準時間
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中間評価項目得点が持つ意味

中間評価項目得点は、認定調査によって把握された心身
の状況に基づいて、それぞれ異なる機能や状態の良し悪
しを１００点満点で総合的に評価するもの

「身体機能・起居動作」の中間評価項目得点
１
群

「生活機能」の中間評価項目得点

「認知機能」の中間評価項目得点

「精神・行動障害」の中間評価項目得点

「社会生活への適応」の中間評価項目得点

２
群

３
群

４
群

５
群

※中間評価項目
得点を合計
したり、平
均しても全
く意味はな
い！
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樹形モデルの分岐項目
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樹形モデルによる介助時間の推計と要介護度の判定

各「行為区分毎の時間」を合計すると、「要介護認定等基準時間（基準時間）」に。各「行為区分毎の時間」を合計すると、「要介護認定等基準時間（基準時間）」に。

概ね20分
刻みで区分
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認知症加算
〇一次判定で、運動能力の低下していない認知症高齢者について、一定の
要件を満たせば、要介護認定等基準時間にケア時間を加算する。

＜要件＞※①、②ともに満たす者が対象

①要介護認定等基準時間が７０分未満

②基本調査で認知症高齢者の日常生活自立度がⅢ、Ⅳ又はＭ、かつ障が
い高齢者の日常生活自立度が自立、Ｊ又はＡ

＜加算の内容＞

（１）要介護１以下と要介護２ごとに、基本調査（および主治医意見書）
の一定項目を用いて、より重度の要介護度となる可能性が高いケース
を判別して、要介護状態区分が１段階上がる時間が加算される。

（２）さらに、定められたＢＰＳＤ関連行為への該当項目数が、要介護度
ごとに一定数以上である場合に時間が加算され、さらに段階が上がる。
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介護認定審査会の構成

〇介護認定審査会の委員は、保健・医療・福祉
に関する学識経験者で、各分野のバランスに配
慮した構成で市町村長が任命する。

〇原則として、保険者である市町村の職員は委員
になれず、また委員はその市町村の認定調査員
になれない。

〇鳥取県内では、東部・中部・西部各圏域を管轄
する広域行政組合・連合が、市町村から事務を
委託されて、介護認定審査会の運営を行ってい
る。
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基本調査と特記事項と審査会の関係

介護認定審査会

平均化された情報
一次判定で評価される情報

申請者固有の情報
一次判定で評価されない情報

一次判定

二次判定
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介護認定審査会の手順
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STEP1：一次判定の修正・確定

• 基本調査の選択の妥当性を確認

o 各調査項目の定義と特記事項や主治医意見書の記載内
容から理由を明らかにして事務局に修正依頼。

o 本プロセスを経てはじめて「一次判定」が確定（修正
した後の一次判定が、最終的な一次判定として記録さ
れる）
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一次判定の修正・確定の意味

複数の専門職の合議による
一次判定の修正・確定

どちらの
選択肢も
正しいような

見守り等
それとも
一部介助？

特記事項に記載
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STEP1：一次判定の修正・確定

• 議論のポイント
o 調査上の単純ミス

o 日頃の状況と異なる場合【能力／有無（麻痺等拘縮）】

o より頻回な状況で選択している場合【介助の方法】

o 不適切な介助と調査員が判断する場合【介助の方法】

o 調査員が判断に迷った場合

o 特別な医療

o 障害／認知症高齢者の日常生活自立度の確認

• 事務局は、介護認定審査会の判断が必要と考える基本
調査の項目について、介護認定審査会に検討を要請す
ることができる。（審査会委員テキスト17ページ）
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STEP2:介護の手間にかかる審査判定

• 通常の例よりも「介護の手間」がより「かか
る」「かからない」の視点での議論

o 一次判定ソフトの推計では評価しきれない部分を委員
の専門性・経験に基づき合議にて判断。

o 「介護の手間」が「かかる」「かからない」と判断し
た場合、要介護認定等基準時間も参考にしながら、一
次判定の変更が必要かどうか吟味。

o 特記事項・主治医意見書に基づいて審査（理由を記録
することが重要）
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STEP2：介護の手間にかかる審査判定

• 議論のポイント

o幅のある介助量

• 排尿の「全介助」
o オムツを使用しており、定時に交換を行っている（○回/

日）。

o トイレで排尿しているが、すべての介助を行っているため
「全介助」を選択する。強い介護抵抗があり、床に尿が飛
び散るため、毎回、排尿後に掃除をしている（○回/日）。

• 食事の「一部介助」

o 最初の数口は、自己摂取だが、すぐに食べなくなるため、
残りはすべて介助を行っている

o ほとんど自分で摂取するが、器の隅に残ったものについて
は、介助者がスプーンですくって食べさせている。
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STEP2：介護の手間にかかる審査判定

• 頻度も重要なポイント
o 介護の手間に差がある「一人で出たがる」

• 週1 回ほど、一人で玄関から自宅の外に出てしまう
ため、介護者は毎回のように探しに出ている。

• ほぼ毎日、一人で玄関から自宅の外に出てしまうた
め、介護者は毎回のように探しに出ている。

o 「介助されていない」を選択していても介助がある場
合

• トイレまでの「移動」（5 回程／日）など、通常は
自力で介助なしで行っているが、食堂（3回／日）
及び浴室（週数回）への車いすでの「移動」は、介
助が行われている。より頻回な状況から「介助され
ていない」を選択する。
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STEP2:基準時間の活用方法

• 同じ要介護度区分でも、基準時間によって推定している
介護の手間の意味するところが違う。

要介護2 要介護3 要介護4

50分 70分 90分
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要介護３に近
い要介護２

要介護２に近
い要介護３

要介護３の中
程度

要介護４に近
い要介護３

69.8分
71.2分 81.4分 88.6分



• 以下の、いずれか一つにでも該当すれば「要介護１」

o 認知機能や思考・感情等の障害により予防給付の利用に
係る適切な理解が困難である場合（目安として認知症高
齢者の日常生活自立度Ⅱ以上）

o 短期間で心身の状態が変化することが予測され、それに
伴い、要介護度の重度化も短期的に生ずるおそれが高く、
概ね6か月程度以内に要介護状態等の再評価が必要な場
合

• いずれにも該当しなければ「要支援2」

状態の維持・改善可能性に関する審査判定
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• 蓋然性評価や状態の安定性は、いずれも過去の認定調
査・審査会判定のデータ解析から算出されている参考情
報（本人の状態と整合しているとは限らない）。

• 特記事項や主治医意見書の記載内容から、一次判定で表
示された結果が妥当ではないと考えた場合は変更を行う。

過去の審査会判定データ
から推定した結果

調査項目と主治医意見書の組み合わせなど
から、Ⅱ以上ある場合の蓋然性を推計

資料）介護認定審査会委員テキスト2009改訂版より

状態の維持・改善可能性に関する審査判定
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【参考】一次判定での要支援２・要介護１

• 要介護認定等基準時間３２分以上５０分未満の場合、一次判定での
「認知機能の低下の評価」と「状態の安定性に関する評価」により、
要支援２・要介護１が振り分けられる。

• 一次判定では、この２つの要件の蓋然性を推計して要支援２・要介
護１の振り分けを行っているが、必ずしも申請者の実態と整合する
とは限らないため、認定審査会での判断が必要となる。

調査項目と主治医意見書の組み合
わせなどから、Ⅱ以上ある場合の
蓋然性を推計

過去の審査会判定データ
から推定した結果
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状態の維持・改善可能性に関する審査判定
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• 有効期間の延長・短縮
o 原則：新規・区変：6ヶ月／更新：12ヶ月
o 短くする／長くすることが可能

• 要介護状態区分の長期間にわたる固定は、時として被保険者の
利益を損なう場合あり。

• 例）介護の手間の改善がみられるにもかかわらず、同じ要介護
状態区分で施設入所が継続されれば、利用者は不要な一部負担
を支払い続けることになる。

• すべてのケースで適切な有効期間の検討が必要。

o 議論のポイント
• 入退院の直後、リハビリテーション中など
• 急速に状態が変化している場合
• 長期間にわたり状態が安定していると考えられる場合。

STEP３：介護認定審査会として付する意見
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• 要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養
についての意見
o サービスや施設の有効な利用に関して、被保険者が留意すべ
きことがある場合。

o 専門職の集合体である介護認定審査会から被保険者や介護支
援専門員に対して意見を述べることで、よりよいサービスが
提供されることが期待される。

• 特に、提供されている介助等が「不適切」と判断した場
合は、療養に関する意見を付すことが重要。

o 意見の例

• 認知症の急激な悪化が見込まれるため、早急に専門医の
診察を受けることが望ましい。

• 嚥下機能の低下が見られるため、口腔機能向上加算がされ
ている通所介護サービスを利用することが望ましい。

o ただし、審査会は「意見を述べる」ことはできるが、サービ
スの種類を直接に指定することはできない。

STEP３：介護認定審査会として付する意見
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